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日本共産党千葉市議団の申し入れ（８/２３）

●かばさわ議員 食品の値上げは２万品目を超え、電気
料金は前年同月比2,028円も上昇したとされている。
食品や電気・ガス代などの光熱費の相次ぐ値上げから
市民生活と事業者を守るため、物価高対策として電気
代補助等の光熱費負担軽減支援に緊急に取組むべき
ではないか。

●市長 国における物価高騰に対する追加策等は、特に家計への影響が大きい低所得世帯に対する給付金
のほか、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増額などが盛り込まれており、予算措置に
係る閣議決定があったものと承知している。本市としては､これらの財源を効果的に活用しつつ、市民生活
や事業活動への影響を踏まえ、追加で必要な対策について、できる限り速やかに事業化を図っていく。

価格高騰緊急支援給付金
電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい

低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、緊急支援給付金を支給
●支給額 ５万円/世帯
●支給日 令和４年１１月（予定）～順次

子育て世帯臨時給付金
物価高騰に直面する子育て世帯の生活を支援するため

臨時給付金を支給
●対象世帯 中学生までの児童を養育する世帯
●支給額 １万円/世帯
●支給日 令和４年１２月（予定）～順次

中小企業者緊急特別支援金
原材料費等のコストが増加した中小企業者を支援するため､令和４年８月までを対象と

する現行の支援金に加え、９月以降の影響に対する支援金を支給
●対象者 令和４年９月～１１月における原材料費等のコストが対前年同期比で

２０万円以上増加した中小企業者
●支給額 一律１０万円

光熱費負担軽減支援を

第３回定例会代表質疑（９/２０）
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●かばさわ議員 令和元年大雨により緑区誉田町などでは、がけ崩れにより尊い命が３名奪われた。
二度と繰り返してはならないと、その後の議会で土砂災害警戒区域指定の促進や情報周知の改善、急傾
斜地対策の強化を求めてきたが、災害前と比較し土砂災害警戒区域指定率と急傾斜地対策の状況につ
いて伺うともに、今後台風や大雨から命を守るために対策強化すべきだ。

●副市長 土砂災害警戒区域は、令和元年以前は145箇
所が指定され、指定率は52.9％であった。千葉県に対し
早期の指定や追加調査などの要望を行ったところであり
昨年度末には、指定箇所数は284箇所、指定率100%と
なった。さらに、千葉県では、本市から情報提供を行った
117箇所を含めた市内525箇所について、基礎調査を行
うこととなっており、市内の危険箇所が適切に指定され
るよう、千葉県と連携を図るとともに、警戒区域等にお住
まいの方へ、避難に関する周知・啓発を強化していく。
急傾斜地対策の状況は、土砂災害警戒区域に指定され
た284箇所のうち、崩壊防止工事の要件となる保全人家
5戸以上は110箇所となり、このうち、急傾斜地崩壊危険
区域の指定状況は、元年の風水害以前の31箇所から昨年
度末は38箇所に増加している。また、崩壊防止工事の完
了箇所は、風水害以前の26箇所から昨年度末は29箇所
に増加している。

●かばさわ議員 改正民法により１８、１９歳は、親などの同意がなくても高額な商品
の購入、ローンやクレジットカードの契約が可能になるため、若者の消費者被害の
拡大などが懸念されている。今後は若者が相談しやすいようＳＮＳによる消費者
相談窓口を開設すべきと考えるが、本市の対応を伺う。

●副市長 本市においても、利便性が高く相談しやすい体制整備の一つとして、SNSを活用した消費
生活相談の多様化について、国のマニュアルも参考に検討していく。

土砂災害･急傾斜地対策の強化で命守れるまちへ

かばさわ議員は令和元年災害後に議会

質問で大藪池の歩道修繕・急傾斜地対策
を求めてきました。今後、10月に急傾斜地
対策事業工事が着手され、2月末完了予定
です。その後、歩道が開放される予定です。

若者の消費者相談に対応するためSNS相談窓口を

プラスチック容器包装資源化で地球温暖化抑止へ

●かばさわ議員 政令市２０市中、千葉市を含む４市が未だにプラ
スチック容器包装を分別収集せずに焼却するなど、地球温暖化の
抑止に逆行している。４月に施行されたプラスチック資源循環促進
法を受け、プラスチックの容器包装資源化の早期実施が必要と
考えるが、見解と対応を伺う。

●市長 プラスチックごみ発生抑制や再資源化の推進は、ごみの減
量や脱炭素社会の構築に向けて、重要な課題であると認識してお
り、令和5年度を開始時期とする次期「一般廃棄物処理基本計画」
の中で、プラスチック資源の循環の在り方について検討を進める。


